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結びにかえて
はじめに
満州国は，その成立以来，反満抗日軍との
抗争に明け暮れなければならず，治安の維持
こそが国策中最大の課題であった（１）。そのた
め満州国の軍事費支出は同国の一般会計予算
のかなりの部分を占め，特別会計も多額の軍
事費支出を行なった。
また反満抗日軍との戦闘の主役は関東軍の
指導を受けた満州国軍であり，同軍は戦闘行
動にあたって反満抗日軍を撃破できるだけの
兵器を装備する必要があった。そこで本稿で
は，満州国の軍事費支出はどのような特徴を
持ち，兵器調達にはどの程度の予算が計上さ
れていたか，また主要兵器はどのように調達
されていたかを検討する。
Ⅰ 満州国財政における軍事費支出
まず表１は，一般会計における軍政部（１９３８
年度からは治安部，１９４３年度からは軍事部に
組織改編）及びその他の満州国政府＝国務院
各部の経費の動向である。一見してわかるよ
うに，軍政部は総務庁と並んで歳出額が多い。
このうち総務庁は，本省の他に参議府や立法
院，監察院などの中央機関をはじめ，法制局，
国都建設局，統計処，恩賞局，国道局，営繕
需品局，興安局，外務局，内務局，審計局の
内局費，及び教育，土木，地方経費や各種補
助費，協和会補給金，退職給与金等，きわめ
て広範囲の経費を支出していた（２）。
表１ 満州国一般会計予算と決算 （１，０００円）
出所：各年度『総予算』及び『満州国史』上巻。…は不詳
キーワード：満州国，満州国軍，軍事予算
１９３２ １９３３ １９３４ １９３５ １９３６ １９３７ １９３８ １９３９ １９４０ １９４１ １９４２ １９４３ １９４４ １９４５
帝室費 決算 １，１５０ １，４００ ３，７５３ １，０３５ ２，１２０ ２，１００ ２，５２７ ２，１００ ２，７８０ ２，０５０ ３，５０３ ２，５６０ ３，０００ ３，５００
総務庁 予算 ４２，６９８ ３９，６７８ ４５，４９４ ２３，５９４ ４８，９０４ ３８，８６５ １０３，１７８ １３１，３８１ ２１０，２７５ １８６，７５３ ２４６，５０４ ３０７，３０３ ５２９，３３６ ７０１，９０４決算 ４２，４０２ ４３，８４８ ４０，６３７ ２２，１０３ ４５，３８４ ７１，６６４ １１１，１６８ １３４，８５５ ２２６，４７６ １９２，２７７ １９９，３５８ ３４１，０８２ … …
軍政部・治安部
・軍事部
予算 ３３，０００ ４１，９６７ ５８，２７２ ３２，１５０ ７４，５１４ ８０，１７０ １１１，９０４ １３７，６６１ １８１，０１０ ２２１，１１１ ２３６，２１９ ２６０，２２６ ２８０，６２６ ３２２，５２５
決算 ４３，７１２ ４７，８２８ ６０，０２９ ２７，４８３ ８２，７７２ １１３，０３４ １２４，２４０ １７１，８４９ ２２１，９１３ ２５３，３９９ ２５１，９０２ １８５，００５ … …
民政部 予算 ４，２８４ ２４，２８０ ３２，００９ ２１，３３３ ４０，０５９ ６３，９６５        決算 ９，２２６ ２７，６０１ ３７，０８１ ２２，５３０ ３８，８７２ １，１３７        
文教部・民生部 予算 ２７１ ９７５ ６，１１４ ３，０５５ ５，０８１ ５，６９７ １４，９４１ １９，２２５ ３１，９２５ ３７，２４６ ４５，８３７ ６０，７８５ ２１，４２２ ４２，８５７決算 ４２０ ８５１ ５，８０８ ２，８７０ ４，６５７ ９，７２２ １４，９９２ ２０，５５８ ３４，０４０ ４１，０８９ ４６，９４２ １８，４１９ … …
外交部 予算 ６６６ １，２４５ １，５７９ ９７４ １，５２９ １，６１６        決算 １，１８１ １，１９２ １，４８９ ８７３ １，４６１ ３７７        
司法部 予算 ３，１０８ ５，５９５ ８，１８０ ４，８１６ ９，８８３ ９，９９６ １１，５４０ １２，４５０ １３，３６３ １３，６８０ １４，０７１ １５，７５７ １８，２１６ ２４，７１６決算 ３，８１４ ５，７３０ ７，５０７ ４，５２６ ９，３２８ ９，３４６ １０，６９２ １２，２８１ １３，４５８ １４，１４６ １５，１９８ １７，３９０ … …
交通部 予算 １，５６１ ２，１６９ ３，４４８ ２，５８１ ４，１１４ ５，１４６ ２１，７９７ ４４，００６ ２８，７４１ ３４，２７９ ８２，８１４ １３４，５４６ １５０，９６２ １８２，３５５決算 １，６４５ ２，９２５ ３，３５２ ２，０９１ ４，２２９ ２３，８２６ ２３，７３８ ４２，９４８ ３８，３００ ３７，２４９ ８１，４０９ １５５，３３８ … …
実業部・産業部
・興農部
予算 ４３４ ３，４１０ ５，１１９ ３，２５３ ５，６１１ ８，５０８ １２，０４１ ２０，８７９ ４３，７９８ ６９，９４２ ７９，９９９ ９３，２９７ １１４，４０２ ２４４，８１４
決算 ６３４ ５，９６１ ５，１５９ ３，１６８ ５，６５７ １１，１３８ １３，６３７ ２１，６８７ ６０，８７４ ７３，０７１ ８２，１７３ １０２，００１ … …
財政部・経済部 予算 ２５，１２０ ２４，７７２ ２３，７２２ １０，８２０ ２５，３６８ ２７，６９３ ２７，０５１ ３５，６７２ ６２，３９０ ８４，１５５ １１４，８９４ １７５，２４４ １４９，８４８ １７７，５４６決算 ２４，０３６ ２５，８９１ １９，５３４ １１，６２９ ３３，２６３ ２４，８９５ ２５，４８４ ３４，４６９ ７８，９１２ ８９，９２６ １２５，３２９ １１８，４７１ … …
興安総署・
蒙政部
予算 １，０１２ ２，３４４ ２，８６０ １，５２４ ３，２３０ ４，３３７        
決算 １，４１６ ２，２５７ ２，８９３ １，５２６ ３，０４７ ３３４        
総計 予算 １１３，３０８ １４９，１６９ １８８，７２５ １０４，９９８ ２１９，４０５ ２４８，０９８ ３０４，５５５ ４０３，３７７ ５７３，５５５ ６４９，２２０ ８２３，４００１，０５５，０００１，３１５，０００１，７８５，０００決算 １２９，６３５ １６５，４８２ １８７，２４２ ９９，８３５ ２２０，７９０ ２６５，５７２ ３２６，４７９ ４４０，７４６ ６７８，８６２ ７０８，２０７ ８０９，２３８１，０５０，７８０ … …
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これに対して軍政部は，文字通り満州国の
軍事関係の経費を計上する機関であり，表２
によれば，本部及び内局，陸軍費，国防費分
担金（満州国が一般会計予算の１割を日本の
一般会計の歳入に繰入れる軍事費分担金（３）），
討伐費，鉄路警備費（満鉄と満州国国有鉄道
の警備費（４）），及び臨時（国境警備）費（対
ソ戦のための警備費）から成っている。
そのうち最大の比率を占めるのがいうまで
もなく陸軍費であり，治安部隊としての満州
国軍の維持費である。同費は１９３３（大同２）
年度まで軍政部費総額の８０％を占めていた
が，１９３４（康徳１）年度に始まる国防費分担
金と１９３８年度のいわゆる「軍警一体化」によ
る警察費の計上，さらには１９３９年度から対ソ
関係の緊張（５月～９月のノモンハン事件）
によって国境警備費も膨張することから次第
にその比重を低下させ，日中戦争期以降は全
体の３０％台に低落する。
とはいえ，国境警備費は対ソ戦に備えた陣
地の構築費であり，鉄路警護費も国有鉄道を
抗日軍の襲撃から保護するための経費である
から，これらを含んだ軍政部は文字通り満州
国の軍事費を支出する唯一の官庁であること
に変わりはない。
さらに表３が満州国軍を維持する陸軍費の
内訳であり，文武官の俸給，事務費，兵事諸
費，糧食費，教育演習費，軍需費，艦営費，
建軍諸費及び情報費等が計上されている。こ
のうち兵事諸費と健軍諸費及び情報費は，
「国兵法」による徴兵制の施行に伴う費用で
ある。
陸軍費の総額は，日中戦争までは約３５００万
円～３８００万円で推移しているが，その後は急
速に膨張し，ノモンハン事件を契機に一気に
６０００万円に迫り，太平洋戦争末期の１９４４年度
には１億円を突破している。そしてその膨張
の要因となったのが糧秣費と軍需費であった。
このように満州国軍は明らかにノモンハン
事件を契機にその維持費を拡大させたが，各
種経費の比率をみると，俸給が３０～５０％，糧
秣費と軍需費がそれぞれ約２０％，その他を事
務費と教育演習費が占めるという構成になっ
ており，その割合は満州国末期まであまり変
化がない。また，糧秣費や軍需費と比較して
俸給が意外に多いのが注目される。
表２ 軍政部予算 （１，０００円）
出典：『総予算』各年度
表３ 陸軍費内訳 （１，０００円）
出所：各年度『総予算』
（備考）
①俸給は1939年度までは文官と武官が一括して計上されている。
①1932（大同1）年度の「俸給」は糧秣費を加えた額（原資料が分離していないため）。
②1934（康徳1）年度の事務費は，「各庁公費」と「雑公費」を合算した額。
１９３２ １９３３ １９３４ １９３５ １９３６ １９３７ １９３８ １９３９ １９４０ １９４１ １９４２ １９４３ １９４４
軍政本部及び内局 １，３２０ （４．０） １，６４２ （３．９） ２，７０１ （４．６） １，３１４ （４．１） １，６２２ （２．２） １，４９４ （１．９） １，２５８ （１．１） ３，３５５ （２．４） １，９４６ （１．１） ３，５６２ （１．６） １，８５８ （０．８） １，３３７ （０．５） １，３４８ （０．５）
陸軍費 ２８，０８０（８５．１）３４，５３２（８２．３）３５，６８５（６１．２）１８，２０５（５６．６）３６，４１５（４９．５）３８，２５３（４７．７）４１，５３５（３７．１）４６，９２０（３４．１）５８，９３２（３２．６）６９，１３３（３１．３）７７，１１７（３２．６）８７，２９６（３３．５）１０６，５６８（３８．０）
国防費分担金   ９，０００（１５．４） ５，０００（１５．６）１９，５００（２６．５）１９，５００（２４．３）１９，５００（１７．４）      
討伐費 １，８００ （５．５） １，３８５ （３．３） ５１０ （０．９） １，３００ （４．０） ２，６００ （３．５） ２，５００ （３．１） ２，５００ （２．２） ２，４９０ （１．８） ２，０００ （１．１） ４，０００ （１．８） ４，０００ （１．７） ５，０００ （１．９） ５，６６０ （２．０）
鉄路警備費       ９，３０６ （８．３）１３，０５２ （９．５）１５，７３５ （８．７）１８，０８２ （８．２）２０，９０８ （８．９）２３，９２７ （９．２）２３，５６３ （８．４）
臨時（国境）警備費       ６，０３３ （５．４）２１，４１３（１５．６）３４，９４３（１９．３）３２，２９０（１４．６）２４，７１４（１０．５）２８，０００（１０．８）１００，０００（３５．６）
小 計 ３１，２００（９４．５）３７，５５９（８９．５）４７，８９６（８２．２）２５，８１９（８０．３）６０，１３７（８１．８）６１，７４７（７７．０）８０，１３２（７１．６）８７，２３０（６３．４）１１３，５５６（６２．７）１２７，０６７（５７．５）１２８，５９７（５４．４）１４５，５６０（５５．９）２３７，１３９（８４．５）
その他とも計 ３３，０００（１００．０）４１，９６７（１００．０）５８，２７２（１００．０）３２，１５０（１００．０）７３，５３９（１００．０）８０，１７０（１００．０）１１１，９０４（１００．０）１３７，６６１（１００．０）１８１，０１０（１００．０）２２１，１１１（１００．０）２３６，２１９（１００．０）２６０，２２６（１００．０）２８０，６２６（１００．０）
１９３２ １９３３ １９３４ １９３５ １９３６ １９３７ １９３８ １９３９ １９４０ １９４１ １９４２ １９４３ １９４４
武官俸給
文官俸給
２１，２４０（７５．６）１７，３５３（５０．３）１７，８４０（５０．０） ８，９０６（４８．９）１７，８１３（４８．９）１８，９７７（４９．６）１９，２０３（４６．２）２２，２４２（４７．４）２４，３５７（４１．３）２６，２００（３７．９）２５，９１８（３３．６）２６，７５５（３０．６）３０，５４４（２８．７）
２，０４３ （３．５） ２，６９４ （３．９） ２，９０７ （３．８） ３，１９３ （３．７） ３，７６３ （３．５）
事務費 ８４０ （３．０） １，３７５ （４．０） ４，２３４（１１．９） ２，０２７（１１．１） ４，０５５（１１．１） ４，２６０（１１．１） ４，２４９（１０．２） ４，７７３（１０．２） ６，９３１（１１．８） ８，０７６（１１．７） ７，２７９ （９．４） ７，９９６ （９．２） ９，５４６ （９．０）
兵事諸費  １，１９６ （１．６） １，２２２ （１．４） １，８９７ （１．８）
糧秣費  ８，５１５（２４．７） ６，６９６（１８．８） ３，９１０（２１．５） ７，８２３（２１．５） ７，７４７（２０．３） ７，７２８（１８．６） ７，５１９（１６．０） ８，５６６（１４．５）１０，５８６（１５．３）１２，３４０（１６．０）１５，３８９（１７．６）２０，４１９（１９．２）
教育演習費  ２，３０３ （３．９） ４，７００ （６．８） ５，１７１ （６．７） ５，１７１ （５．９） ６，５９２ （６．２）
軍需費 ６，０００（２１．４） ７，２８７（２１．１） ６，９５０（１９．５） ３，３６１（１８．５） ６，７２２（１８．５） ７，２６８（１９．０） ８，７５９（２１．１） ９，１４３（１９．５） ９，７０４（１６．５）１１，２３７（１６．３）１４，２９１（１８．５）１６，３６７（１８．７）２１，４６８（２０．１）
艦営費         ４９５ （０．８） ６２２ （０．９） ６７９ （０．９） ７５４ （０．９） ８７６ （０．８）
建軍諸費及び情報費           ３９５ （０．５） ６６２ （０．８） ６６２ （０．６）
各項支出款       １，６５４ （４．０） ３，２４０ （６．９） ４，５３０ （７．７） ５，０１６ （７．３） ６，９３６ （９．０） ９，７８３（１１．２）１０，７９４（１０．１）
計 ２８，０８０（１００．０）３４，５３２（１００．０）３５，６８５（１００．０）１８，２０５（１００．０）３６，４１５（１００．０）３８，２５３（１００．０）４１，５９５（１００．０）４６，９２０（１００．０）５８，９３２（１００．０）６９，１３３（１００．０）７７，１１７（１００．０）８７，２９６（１００．０）１０６，５６８（１００．０）
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このうち，糧秣費と並ぶ比率を示す軍需費
の内訳を示したのが表４である。まず総額
は，１９３３年度から３７年度にかけて約７００万円
を維持した後，３８年度に約９００万円と急速に
増加している。その内訳は，３４年度までは，
各種手当や旅費，槍砲鍵油費，修繕費，薪炭
費，調房費等の細かい経費が計上されている
が，その後は被服費，武器弾薬費，軍畜費，
教育演習費，医馬薬費，防疫費，輸送費に集
約される。そのうち最も多いのが被服費で，
軍需費総額の約４０～５０％を占め，意外にも兵
器弾薬費は１９３７年度までは被服費の半額程度
にすぎず，３８年度にようやく約２９０万円と大
幅な増加をみて被服費に近づいている。
さらに兵器弾薬費について，『予算各目明
細書』によってその内訳が判明する３７年度と
３８年度に限って見ると，兵器更新費と兵器維
持費，特に維持費の伸びが著しい。資料の制
約上，予算項目をこれ以上細かく見ることは
できないので，満州国軍の兵器がどのように
購入されたのかは明らかではないが，おそら
く更新費によって兵器が新調され，維持費に
よって亡失，あるいは破壊された兵器が補充
されているのであろう。しかも実戦用の弾薬
費が計上されていないことも注目される。い
ずれにしても，満州国の一般会計の陸軍費に
占める軍事費支出に占める兵器費は極めて少
額である。
満州国の軍事予算は，こうした一般会計の
他に，各種の兵器の購入と軍服を支給する特
別会計によっても担われていた。表５によっ
てその一端を明らかにすると，軍政部の所管
の下に軍械廠，軍需廠，被服廠の３つの特別
会計があり，そのうち被服廠と軍械廠会計が
比較的早くから設置されている。
各会計の歳入出によってその仕組みを検討
すると，第１に，被服廠特別会計は，軍服の
原材料を購入し，職工に俸給を支払って製品
を作り，その売払代によって諸経費を回収し
ている。
第２に，軍械廠は，関東軍が満州事変後に
旧中国軍の「奉天兵工廠」を没収して満州国
の軍政部に譲渡した施設の一部であり（５），１９３３
年５月に軍械廠として正式に発足した。
その後１９３８年７月に新たに公布された軍械
廠令（勅令第１７２号）によれば（６），軍械廠は
（１）兵器の購買，検査，貯蔵，保存，修理，
補給，廃兵器の処理，（２）兵器及び兵器材
料の考案，審査及び制式，（３）兵器技術の
調査，研究及び試験，の各業務を実施する機
関であった。またその設置場所として，軍械
本廠は奉天に，支廠は業務上必要な場所に設
表４ 軍需費の内訳 （１，０００円）
出典：各年度『一般会計歳入歳出予算各目明細書』
１９３３ １９３４ １９３５ １９３６ １９３７ １９３８
各種手当 ６５ （０．９）     
旅費 １３０ （１．８）     
槍砲鍵油費 ２５ （０．３） １９９ （２．９）    
被服費 ２，２６９ （３１．１） ２，８５４ （４１．１） １，５４１ （４５．８） ３，０８３ （４５．９） ３，０９４ （４２．６） ３，１４７ （３５．９）
兵器弾薬費 ２，１１８ （２９．１） １，４０５ （２０．２） ８７５ （２６．０） １，７５０ （２６．０） １，７６１ （２４．２） ２，８９７ （３３．１）
兵器更新費 … … … … ４２１ （５．８） ９５２ （１０．９）
兵器維持費 … … … … ５３７ （７．４） １，１４２ （１３．０）
演習用弾薬費 … … … … ６４２ （８．８） ６４２ （７．３）
無線通信機材費 … … … … １６０ （２．２） １６０ （１．８）
掌費 ６２４ （８．６）    ４４６ （６．１） ４４６ （５．１）
軍畜費 ２２８ （３．１） ８７９ （１２．６） ３６０ （１０．７） ７２０ （１０．７） ５８７ （８．１） ７３７ （８．４）
教育演習費  ２２１ （３．２） ２１０ （６．２） ４２１ （６．３） ５８１ （８．０） ５５０ （６．３）
医馬薬費 ２１６ （３．０） ２６８ （３．９） １３０ （３．９） ２６０ （３．９） ２８９ （４．０） ３１６ （３．６）
防疫費   ４０ （１．２） ８０ （１．２） １００ （１．４） １００ （１．１）
輸送費 ３５９ （４．９） ３０２ （４．３） ２００ （６．０） ４００ （６．０） ４０１ （５．５） ４８３ （５．５）
修繕費 １３０ （１．８） ２５１ （３．６）    
薪炭費 ７２７ （１０．０） ５２８ （７．６）    
調房費 １３０ （１．８）  
囚徒費 ２ （０．０） ３８ （０．５） ３ （０．１） ６ （０．１） ６ （０．１） １６ （０．２）
焼埋費 ３２ （０．４）     
軍馬倒補費 １１ （０．２）     
軍用鳩諸費      ６２ （０．７）
雑費 ２１５ （３．０）     
計 ７，２８７ （１００．０） ６，９５０ （１００．０） ３，３６１ （１００．０） ６，７２２ （１００．０） ７，２６８ （１００．０） ８，７５９ （１００．０）
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置し，その場所は軍政部大臣が定めるとされ
ていた。
したがってこの法令によれば，軍械廠は武
器弾薬を購入するための資金を交付されて兵
器を購入し，それを検査して保存，修理する
という日本でいえば兵器本廠のような機能を
持っている施設であることがわかる。ただし，
この資金がどこから繰り入れられたかは現在
のところ詳らかにすることはできない（７）。
表５によれば，軍械廠特別会計は１９３４年度
から３７年度にかけては交付される資金額は次
第に減少しているが，翌３８年度からは飛躍的
な増額をみており，４１年度には１６００万円にも
達している。したがって満州国軍は日中戦争
後に大規模な武器調達を行なったことは明ら
かである。
第３に，１９４０年度に発足する軍需廠特別会
計は，発足当初から軍械廠会計と変わらない
表５ 軍関係特別会計予算 （１，０００円）
出所：各年度『特別会計予算』
（備考）
①軍械廠特別会計の歳入科目である「収入供給武器弾薬費」「供給武器弾薬価金」は，1942年度からそれぞれ「兵器
収入」「補給収入」に，また歳出科目の「武器弾薬価款」「供給兵器価款」は「兵器費」「補給費」に，さらに「補
給費」は1943年度には「兵器購入費」に名称が変更された。
②軍需廠特別会計の「補給及び製造費」は，1942年度から「作業費」に，「改良補充費」は「営繕費」に1944年度か
ら「作業収入」「作業費」はそれぞれ「兵器収入」「兵器費」に名称が変更された。
１９３３ １９３４ １９３５ １９３６ １９３７ １９３８
【軍 械 廠 特 別 会 計 】
収入供給武器弾薬費（兵器収入）  ６，９９９ ２，０００ ３，３００ ３，３００ １２，３２８
供給武器弾薬価款（補給収入）  ６，８４９ ２，０００ ３，３００ ３，３００ １０，５０９
兵器弾薬売出価款      
買収武器弾薬価金  １５０    
供給警備器弾薬価款      １，７１８
兵器修理費      
回収兵器弾薬売出価款      
兵器弾薬保管整理費      
貸与並売出収入      
受託収入      
その他とも歳入計  ７，０００ ２，０００ ３，３００ ３，３００ １２，３２８
武器弾薬価款（兵器費）  ７，０００ ２，０００ ３，３００ ３，３００ １２，３２８
供給兵器価款（補給費・兵器購入費）      １０，５０９
供給警備兵器弾薬価款      １，７１８
兵器修理費      
兵器弾薬保管整理費      
受託事業費      
器材購入費      
兵器維持整備費      
修理費      
試験検査費      
一般会計繰入      
その他とも歳出計  ７，０００ ２，０００ ３，３００ ３，３００ １２，３２８
【被 服 廠 特 別 会 計 】
作業収入 ４，７８２ ７，２９６ ３，１４７ ４６２０ ４，６１７ ７，４０１
製品売払代 ４，７８０ ７，２９０ ３，０４７ ４５５３ ４，５１９ ７２８９
一般会計繰入金 ６００     
その他とも歳入計 ５，３８２ ７，２９６ ３，１４８ ４，６２０ ４，６２２ ７，４０３
作業費 ４，５５６ ６，５１３ ２，７９５ ４，０１４ ３，９９５ ７，２９９
俸給 １７５ １５６ ９５ １３０ １３０ １４１
事務費   １６３ ２４７ ２３０ ２１２
材料及び素品費 ３，０５６ ５，４２０ ２，０１９ ２，９６４ ２，９７０ ５，９２８
事業費 １，３０３ ８４０    
国庫準備金 ４４７ ６１０ ２５０ ５００ ５００ 
改良補充費   １３４ ２６２ １８０
その他とも歳出計 ５，３８２ ７，３９６ ３，１４８ ４，６２０ ４，６２２ ７，４８０
【軍 需 廠 特 別 会 計 】
作業収入（兵器収入）      
物品売出価款      
物品補修価款      
副生物その他売出価款      
その他とも歳入計      
作業費（兵器費）      
俸給      
事務費      
補給及び製造費（作業費）      
材料及び成品費      
用人費      
受託物品費      
改良補充費（営繕費）      
その他とも歳出計      
１９３９ １９４０ １９４１ １９４２ １９４３ １９４４
１５，７２３ １２，２３９ １６，４７９ １７，０８５ １６，１１３ ２０，２００
１０，０００ １２，７６３ １２，１９２ １１，４６１ １６，３９０
 １，３３１ １，０５３
     
     
 ３００    
 ３２６    
 ２８１ ６２７   
   ２，４５２ ２，０９５ ２，８００
   ２，４３１ ２，５４７ １，０００
１５，７２３ １２，２３９ １６，４７９ １７，０８５ １６，１１３ ２０，２００
１４，６００ １１，７９４ １６，２６２ １６，８６１ １５，９６３ １９，５３３
 １０，０００ １２，７６３ １３，９３５ １２，１０８ １７，７５０
 １，１１２ ８３６   
 ３００   
 ３８２ ６２７   
 ２，４３１ ２，２３４ 
     ８６５
     ５２８
     ２００
     １５６
 ４４４ ２１７ ２２４ １３０ 
１５，７２３ １２，２３９ １６，４７９ １７，０８５ １６，１１３ ２０，２００
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
 １５，５０６ １１，６０３ １３，７１５ １４，３０８ ２０，２００
 １５，４００ １１，６０３ １３，３５９ １３，４３２ １８，９１０
    ６７ ６４
    ８０９ ８８１
 １５，５０７ １１，６４４ １３，８００ １４，３６８ ２０，２３１
１５，２７３ １１，３９４ １３，４７１ １３，８４８ ２０，１８０
 ２２０ １８１ １３６ １５４ ２０９
 ３７７ ３５２ ３４５ ３２８ ３４８
 １４，６４０ １０，７９０ １２，９２４ １３，２３７ １８，７８７
 １２，３７０ ５，８６４ １０，１７７ ７，８５０ １２，４９４
 １，５８１ ２，６５８ １，３８９ １，６１０ １，９７８
    ３，０４０ ３，４７０
 ３３２ ２０５ ２２４ ２５０ ３０５
 １５，５０６ １１，６００ １３，８００ １４，３６８ ２０，２３１
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規模で推移している。この会計は，兵器の材
料や半製品を購入して完成品を販売している
ことを考えると，満州国においては，軍械廠
が兵器の購入と保管を行ない，軍需廠が兵器
を，被服廠が軍服をそれぞれ製造していたこ
とがわかるが，軍械廠がどのような種類の兵
器をどこから購入し，また軍需廠がどのよう
な兵器を生産していたのかは判明しない。
ここで，あらためて満州国の兵器調達の全
体像をみるために，先の表４で見た一般会計
の軍需費の兵器弾薬費と軍械廠特別会計の
「武器弾薬価款（兵器費）」を比較すると，
例えば１９３７年度における兵器弾薬費は１７６万
円，翌３８年度は２９０万円，そのうち兵器更新
費と兵器維持費の合計額はそれぞれ９６万
円，２０９万円であるのに対して，表５の軍械
廠の兵器購入費はそれぞれ，３３０万円，１２００
万円にも達しており，軍械廠特別会計の支出
額がはるかに多い。さらに，表４の１９３９年度
から４２年度までの軍需費は，表５の軍械廠特
別会計における「武器弾薬価款（兵器費）」
を下回り，４３，４４年度にほぼ同額となってい
る。ということは，一般会計の軍需費におけ
る兵器弾薬費支出と，軍械廠特別会計におけ
る武器弾薬費は直接には無関係であり，満州
国軍の兵器調達は表４にある軍需費の兵器更
新費と兵器維持費以外に，特別会計によって
行なわれていたものと推測できる。
また軍械廠特別会計は，先にも見たように
兵器の購入と保管，修理を行なうために設置
された会計であり，この会計の歳出によって
購入した兵器が満州国軍に供給されているの
であろうが，その費用のための収入がどこか
ら来ているかは不明である。
被服廠についても，表４にある軍需費中の
被服費額と表５の被服廠特別会計における製
品売払代を比較すると，１９３７年度，３８年度で
それぞれ３０９万円，３１５万円であるのに対して，
表５での被服販売収入は，４６２万円，７４０万円
と，後者の金額が前者の２倍以上に達してお
り，軍以外にも製品の販路があることを示し
ている。例えば１９３３（大同２）年上半期にお
いては，国務院，鉄路総局，哈爾賓警察署，
在郷軍人会，関東軍自動車隊等へ軍服・軍帽，
将校外套，皮帯，手袋，腕章，黒編上靴，防
寒外套，編上靴，軍用ズボン，敷布，自動車
覆等を納入していた（８）。
Ⅱ 満州国軍の装備と兵器調達
満州国軍の兵器調達の実態を検討する前に，
その編成と配置兵力の推移をみておく。表６
によれば，１９３６年１２月の時点で国軍は，靖安
軍，憲兵司令部，禁衛隊等の軍政部直轄部隊
と第１～６の各軍管区，そして興安各省警備
軍によって構成されている。さらに，各軍管
区は満州国内の各省をそれぞれ２省ずつ所轄
し，その主要都市に司令部を設置していた。
その後，１９３８年１０月の「満州国陸軍編成表」
（軍令）によって軍管区は２つ増加して８軍
管区となって国内の治安維持や鉄道の警護に
当たる他，関東軍の対ソ作戦に応じて外征軍
ともいうべき国防軍として２箇師〔師団〕及
び独立混成旅〔旅団〕４箇が，さらに防空部
隊として第１～第５独立砲兵隊（高射砲隊），
第１～第３飛行隊が編成されたことになって
いる（９）。ここに満州国軍は，日中戦争で大陸
に拡大した戦争を支援するために一挙にその
規模を拡大させ，関東軍の支援体制を整えた
といえる。その後，１９３９年のノモンハン事件
を契機に対ソ警備は一層の厳しさを加えたこ
とから，満州国軍もこれに呼応して軍管区の
細分化による増加を続け，敗戦時には，第７
（司令部：佳木斯），第８（北安），第９（通
遼），第１０（海拉爾），第１１（密山）と１１の軍
管区を抱えることになった（１０）。
各軍管区は，直轄部隊として教導隊，軍楽
隊，病院，監獄，国境監視隊，看守処を擁し，
各軍の中心となっていた所属部隊は，歩兵団
（歩兵連隊），騎兵団（騎兵連隊）と迫撃砲
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連からなり，その他に第２，第４軍管区には
野砲連や山砲連が配属されていた。
兵員数と馬匹の推移をみると，満州国成立
２年後の１９３４（康徳１）年７月には兵員８万
１千が，３５年１１月には約７万人，３６年１２月は
６万８千人と約２年半で１万４千人が削減さ
れている（１１）。同様に馬匹も３５年１１月から３６年
１２月の約１年で２千頭の減少をみている。
こうした兵力構成を考慮すると，満州国軍
の主要装備は，歩兵銃と騎兵銃及び迫撃砲，
そして野砲と山砲が想起されるが，実際には
どのような装備が配備されていたのかを検討
する。
満州国軍の軍事顧問であった陸軍少将多田
駿は，満州国が成立して半年後の１９３２年９月
に行なった「満州国軍状況報告」の「第７
兵器行政」で，「而シテ先ツ成ルヘク速ニ全
軍ノ小銃ヲ６．５密（ミリ）銃ニ統一シ，以テ
軍隊匪化スルモ弾薬補給ニ途ナカラシメンコ
トヲ企図シ既ニ中央部ノ諒解ヲ得テ其援助ヲ
受クルコトトナレリ（１２）」として，小銃を日本
の制式と同様にすることによって，国軍兵士
表６ 満州国陸軍の編成と配置兵力
（備考） 「団」「営」「連」はそれぞれ日本陸軍の連隊・大隊・中隊に相当する。
出所：１９３４年７月は「満州国軍編成配置兵力表 昭和９年７月軍政部調査」（『満州国軍』１４３～１４５頁），１９３５年１１月は「満州軍
編成配置兵力一覧表 昭和１０年１１月末調」（軍政部顧問部『満州国軍の現状』 昭和１０年１２月１０日 付録第３ C０１００３０９７８００），１９３６
年１２月は「満州軍編成配置兵力一覧表 昭和１１年１２月調」（軍政部顧問部『満州国軍の現況』昭和１２年１月 付録第３，『十五
年戦争極秘資料集』補巻２０ 不二出版による復刻版，２００３年）
１９３４年７月 １９３５年１１月 １９３６年１２月
兵員数 兵員数 馬匹 兵員数 馬匹
軍政部
参謀司 総務・軍衛・軍事・訓練・通信・軍法・江防・医務・測量課 ２６６ ４６２ ２８ ５０９ ４２
軍需司 主計・需品・建築・兵器・鑑政課
直轄部隊及び官衙学校 ５，５７３ ６３６６ １４０２ ７，９２２ ２，０２９
①靖安軍 ２，７６９ ２，６３８ ７８２ ２，０４４ ６５７
②憲兵司令部 ６７ ５２３ １２ １，４８４ ３１８
③禁衛隊 ４１５ ３９４ ７９７ １８３
④独立第１自動車隊 １４１ １４２
⑤新京警備騎兵第１旅 ２，３１１
⑥新京軍楽隊 ５７ ５２
⑦侍従武官処 １１ ８ １３
⑧軍用通信処 ２４９ ５７０
⑨軍械廠 ２９１ ３０１
⑩被服廠 ３８ １８
⑪中央陸軍訓練処 ９０７ ３９６ １，１７４ ５０３
⑫興安軍官学校 ３０５ １４０ ４７０ １９２
⑬憲兵訓練処 ６９３ ７２ ７０８ １７６
⑭陸軍軍医学校 １２２ １４９
【第１軍管区】
１２，３２１ １０，８３５ ３，３２５ １１，０６０ １，９５０司令部：奉天 所轄：奉天・安東地区直轄部隊：第１教導隊 軍楽隊・軍政部病院・陸軍監獄（奉天）
歩兵第１～７団（７） 騎兵第４～９・１６・１７団（８） 迫撃砲７連
【第２軍管区】
１３，１８５ １２，０７７ ５，７２７ １０，６９９ ４，２４８
司令部：吉林 所轄：吉林・間島地区
直轄部隊：第２教導隊 旅団長 参謀長 騎兵第１～３団
迫撃砲１連
歩兵第８～１３団（６） 騎兵第１０～１５・２９団（７） 迫撃砲３連
野砲１連 山砲２連
【第３軍管区】
１３，９３８ ９，８５１ ５，０８４ ８，０３４ ３，５０４
司令部：斉々哈爾 所轄：龍江・黒河地区
直轄部隊：第３教導隊 軍楽隊・軍政部病院・陸軍監獄（斉々哈爾）
国境監視隊・軍政部病院（黒河）
歩兵第１４・１６～１９団（５） 騎兵第２０～２３・２５～２７団（７） 迫撃砲５連
【第４軍管区】
１７，８２７ ２０，１９０ ６，５４５ １１，５４９ ４，５６２
司令部：哈爾賓 所轄：濱江・三江地区
直轄部隊：第４教導隊 軍楽隊・軍政部病院・陸軍看守処（哈爾賓）
歩兵第２０～２５・２９～３１団（９） 騎兵第２８・３０・３４～３８団（７）
迫撃砲５連 野砲１連 山砲１連
【第５軍管区】
９，２９４ ７，５０９ ２，９７０ ６，５６３ ３，１３３
司令部：承徳 所轄：錦州・承徳地区
直轄部隊：第５教導隊 軍楽隊・軍政部病院（錦州）
軍政部病院・陸軍看守処（承徳）
歩兵第３２～３５団（４） 騎兵第３９～４４団（６） 迫撃砲４連
【第６軍管区】
   ６，５８９ ２，６７２
司令部：牡丹江 所轄：密山・東寧・寧安・虎林地区
直轄部隊：国境監視隊（東寧・綏芬河・平陽鎮）
歩兵第１５・２６～２８団（４） 騎兵第１８・１９・２４・２７・３１～３３団（６）
迫撃砲５連
【興安各省警備軍】
 ３，４９７ ２，６２５ ４，７９１ ３，６１８
管轄：興安東・西・南・北４省
興安騎兵第１～８団 独立山砲兵第１～３連 興安山砲兵第１営
軍政部病院（林西・通遼・海拉爾）
銭家店陸軍看守処 臨時自動車隊 興安北省国境監視隊
陸 軍 総 兵 力 ８１，４７２ ７０，７８７ ２７，７０６ ６７，７１７ ２５，７０６
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が抗日軍側に寝返っても弾薬の補給ができな
いので武器が役に立たないことを力説してい
る。もちろん，ここで言及されている６．５ミ
リ銃とは，口径６．５ミリの３０年式歩兵銃，３８
年式歩兵銃・騎銃であることはいうまでもな
い（１３）。
さらに翌１９３３年１月にも，多田は，小銃の
統一を説き，この方針を「帝国陸軍中央部ノ
諒解ヲ得テソノ準備ニ着手セリ（１４）」と述べて
おり，陸軍省や造兵廠，そしておそらく関東
軍の協力の下にこれらの小銃の装備に着手し
たものと推測できる。
こうして１９３３年に関東軍と軍政部で「満州
国軍兵器整備大綱」が決定をみた。その要旨
は，（１）小銃は３８式歩（騎）兵銃に統一す
る，（２）機関銃は３年式重機，１１年式軽機
に統一する，（３）火砲は３８式野砲，４１年式
山砲とし，当分の間一部に克式（クルップ式）
山砲をも充当する，垂鞍は従来通りの支那式
木骨鞍とするというものであり，とりあえず
３８式騎銃５万挺を日本軍から払下を受け，２
年後の昭和１０年頃には騎兵部隊の小銃を統一
し，以後年度計画に基いて歩兵銃，機関銃を
更新し，数年の間に概ね携帯兵器は統一更新
を完了した，とされている（１５）。
しかし，程なくこうした日本軍の兵器払下
に依存することは不可能となり，「国軍は軍
械廠の拡張整備により能率の向上を図る一方，
関東軍においても国内生産の必要急なものが
あり，奉天造兵廠をして専ら日満軍の需用に
対処せしめ，小銃，機関銃，火砲並びにこれ
らの弾薬等精度を必要とするものの製造，補
給，修理を行なうこととし，比較的軽易な各
種兵器の製作修理，顛薬等は民間工場を指定
し，軍械本廠の管理下に実施せしめた（１６）」。
したがって，この記述によれば，満州国軍
は当初は日本軍からの兵器の払下を受けてい
たが，それでは不足をきたすので，軍械廠を
拡充しながら奉天造兵廠（１９３２年に三井物産，
大倉商事の出資によって資本金２００万円で株
式会社奉天造兵廠として設立，１９３６年７月に
「株式会社奉天造兵所法」によって満州国政
府も出資する特殊法人に改組（１７）），及び満州
国内の民間機械工業を活用して兵器の装備充
実を図ったことがうかがえる。
このように，満州国軍は，３８式歩・騎兵
銃，１１年式軽機関銃，３年式重機関銃，３８式
兵野砲，４１式山砲によって基本装備を行なう
ことになったが，実際はどの程度の装備が進
んでいたかを，日中戦争直前の１９３６年１２月末
調査である表７によって検討しよう。
同表によれば，国軍は刀剣として３０年式銃
剣・３２年式軍刀を合わせて約６万９千振，３８
式歩騎銃約６万７千挺，モーゼル拳銃７８００挺
を，機関銃は１１年式軽機関銃を１３００挺，３年
式重機関銃を４００挺，野山砲としては３８式野
砲１０門，４１式山砲３９門をそれぞれ装備してい
た。
表６によれば，１９３６年末における第１～６
軍管区の兵員数は，それぞれ１１，０６０人，１０，６９９
表７ 満州国陸軍主要兵器及び弾薬
出典：「満州国陸軍主要兵器一覧表 昭和１１年１２月末調」（『昭和十二年一月 軍政部顧問部 満州国軍の現況』所収，『十五
年戦争極秘資料集』補巻２０ 不二出版による復刻版）
（備考）
原資料には，これらの他に各種馬具が兵器として掲載されている。
興安省司令部は，興安東・西・南・北４省を合計した数値。
第１軍管区 第２軍管区 第３軍管区 第４軍管区 第５軍管区 第６軍管区 中央陸軍訓練処 憲兵訓練処 靖安軍司令部 禁衛隊 興安軍官学校興安省司令部独立第１自動車隊 憲兵司令部 計
３０年式銃剣・３２年式軍刀 １０，９５１ １１，２４５ ９，２５９ １１，９６４ ６，７５９ ６，４６６ １，５８０ ９８４ ２，６４８ ８４２ ７６２ ３，４８３ １１５ ２，３１０ ６９，３６８
３８式歩騎銃 １０，０１４ １０，８３０ ８，９１８ １２，０１７ ６，３２５ ５，８７４ １，２６３ ９３０ ２，３８９ ７１５ ７６２ ５，０４３ １３５ １，４４４ ６６，６５９
モーゼル拳銃 １，０６４ ８９８ ９８３ １，１１９ ７７９ ５０１ １６２ ３４４ ２８１ ７７ ４９ ３３８ ２５ １，１５９ ７７，７７９
１１年式軽機関銃 ２０５ ２３２ １６４ １６１ １４９ １６３ １８ ２３ ４５ １６ ６ ６０ ９ ３４ １，２８５
３年式重機関銃 ６９ ５８ ５５ ８０ ４５ ３５ ８  ２０  ４ ２８ ３  ４０５
３８式野砲   ４ ２   ４        １０
４１式山砲 ８ ４ ８ ６ ４  ４  ４  １    ３９
８センチ軽迫撃砲 ５７ ６２ ４６ ７４ ３８ ３８ ４ １ １１  ３    ３３４
各種小銃弾薬 ３，８５８，０９３ ３，１９２，２２８ ３，８０４，４３０ ４，０２６，６７７ ３，１６２，９５１ ２，１１９，６７２ ２６，２８７ ４５，０６５ ８１５，６５３ ４６，１８８ ４２，２４０ １，４２７，４４１ １６，９３８ ２００，２９０ ２０，１６４，０５１
各種野山砲弾薬 ６，１９９ ６，６２１ ９，４９５ １０，７１６ ６，５９６ ４，７４５ ６５ ２，８９４ １，０６５ ２２０ ４，８８２   ４４，３７２
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人，８，０３４人，１１，５４９人，６，５６３人，６，５８９人，
合計６７，７１４人であるから，３０年式銃剣と３２年
式軍刀，３８式歩騎銃については一人一組配備
とするとほぼ１００％の充足率となっており，
この時点で日本式兵器への転換が完了したと
いえる。また興安省警備軍や軍政部直轄部隊
である靖安軍もかなりの兵員数を擁している
が，これらについても各軍管区と同様に銃剣，
軍刀，歩騎銃の装備が完了している。
機関銃の装備については，各軍管区とも２００
～３００挺が配備されている他，野山砲につい
ても，第６軍管区を除いて第３・４軍管区を
中心に配備がすすめられた。迫撃砲も全軍管
区に配備されている。
１９３９年における第５軍管区の状況報告によ
れば，「建軍当時極めて不良なりし兵器は漸
次改良されし現在，小銃は３８式歩兵銃竝に騎
銃，軽機は１１年式，重機は３年式，擲弾筒は
１４年式にして兵器の整備と共に其の尊重心に
就き教育の徹底を図りつつある（１８）」とされて
おり，軍管区においても，移行が完了してい
ることを示している。
このように，日中戦争までに満州国軍は日
本式による兵器装備を終えたが，これらの兵
器がどのように調達されたのかを，満州国成
立後の１９３２年８月から太平洋戦争直前の４１年
７月にかけてみたのが表８である。もちろん，
同表はきわめて断片的な資料によって作成し
たものであり，国軍の兵器調達全体を示すも
のではないことはいうまでもないが，とりあ
えずその概要をみよう。
まず銃剣・軍刀であるが，３０年式銃剣が３３
年３月に４万振が陸軍造兵廠から軍政部に払
い下げられ（資料番号４。なお，この資料番
号は筆者が便宜的につけたもの），その後３６
年２月に５０００振，３月にはさらに５０００振の計
５万振が同じく軍政部に払下げられている
（同２３・２４）。ただし，その払下価格は不明
である。
３２年式軍刀に関しては，１９３４年４月に陸軍
造兵廠から軍政部に１０００振の払下があり（同
９），さらに６月には同じく中古品１０００振が，
翌３５年４月から５月にかけての中古品２０００
振，３６年３月にも２０００振の払下がある（同１９・
２３・２４）。したがって３２年式軍刀はこの間に
計６０００振が払い下げられたことになる。この
払下数，すなわち３０年式銃剣５万振，３２年式
軍刀６０００振の計５万６０００振を表７にある満州
国軍装備の銃剣・軍刀６万９０００振と比較する
と，前者は後者の約８１％に相当し，表８にあ
る払下数はその大部分を占めていることがわ
かる。
次に小銃に関しては，３８式歩騎銃は比較的
早期から満州国軍への導入が進み，３２年１２月
に払下げ予定の３８式歩兵銃４万５０００挺，４４式
（または３８式）騎銃５０００挺のうち前者１万挺
が払い下げられたほか（資料番号２），翌３３
年３月には３８式歩兵銃３万５０００挺と同騎銃５０００
挺が払い下げられて（同４），歩騎銃５万挺
がそろった。さらに３６年１月と３月には３８式
歩兵銃がそれぞれ１０００挺，２５００挺追加された
（同２２・２４）。これら５万３５００挺は表７の「３８
式歩騎銃」６万６７００挺の８０％に充当する。
機関銃は，３３年２月に１１年式軽機関銃が５０
挺，３４年２月に６０挺が払い下げられた後も継
続して補充が進み，３６年７月までに計１２７０挺
と（同３・６・１２・１６・１７・２２・２４），表７
の３６年１２月の集計１２８５挺とほぼ一致する。ま
た３年式重機関銃は計３９０挺（同６・１２・１６・
２２・２４）と，表７の４０５挺の約９６％となる。
その他山砲と野砲については砲車や駄馬具等
の附属品が（６・１２・１３），４０年代になると
一般飛行機器材や発電機等の航空兵器の払下
が行なわれている（２７・２８）。
次に，兵器の調達方法を検討すると，銃剣
類や小銃，機関銃ともに基本的には陸軍造兵
廠が満州国軍政部に払い下げるという方法を
とっているが，資料番号５の小銃擬製弾１万
発のように軍政部が直接奉天造兵所に発注す
ることもある。また６・１７・１８・２２・２４のよ
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表８ 満州国軍の兵器調達
出典：１．「兵器類払下ノ件」ｃ０４０１１３７９３００，２．「兵器払下ノ件」ｃ０１００２８５０３００，３．「兵器払下の件」ｃ０１００２８４１３００，４．「兵器
払下の件」ｃ０１００２８４１３００，５「奉天造兵所ニ対シ兵器製造引受方認可ノ件報告」ｃ０４０１１６３６９００，６．「三年式機関銃部
品ヲ奉天造兵所ヘ供給方針ノ件」ｃ０１００１９８０５００，７．「兵器部品払下ノ件」ｃ０１００７４７４４００，８．「兵器半製品払下ノ件」
ｃ０１００１９８０８００，９．「兵器払下ノ件」ｃ０１００１９７９８００，１０．「工具類及半製品払下の件」ｃ０１００１９７９７００，１１．「兵器払下ノ
件」ｃ０１００１９８６２００，１２．「機関銃部品ヲ奉天造兵所ヘ供給方ノ件」ｃ０１００２００１０００，１３．「兵器払下ノ件」ｃ
０１００１９９１７００，１４．「三年式機関銃高射用具払下ノ件」ｃ０４０１１８１７７００，１５．「兵器借用ノ件」ｃ０１００７４７７３０，１６．「機関銃
部品を奉天造兵所ヘ供給方ノ件」ｃ０１００６６５０４００，１７．「兵器註文引受製造認可ノ件報告」ｃ０４０１２０６７０００，１８「兵器註
文引受製造認可ノ件報告」ｃ０４０１２０８４７００，１９．「三十二年式軍刀払下ノ件」ｃ０４０１２１３５１００，２０．「飛行機用発動機有償
払下ノ件」ｃ０４０１２１３１８００，２１．「兵器払下ニ関スル件」ｃ０４０１２１７５２００，２２．「兵器及弾薬註文引受製造認可」ｃ
０４０１２２５２７００，２３．「兵器払下ニ関スル件」ｃ０１００４２３３３００，２４．「兵器及弾薬ノ註文引受製造認可ノ件報告」ｃ
０４０１２２９４２００，２５．「八九式みどり筒甲払下ノ件」，２６．「満州国軍ニ対シ器材払下方ノ件」ｃ０１００７２０５７００，２７．「満州国軍
用航空兵器委託調弁ニ関スル件」ｃ０１００３５９１９００，２８．「満州国軍用航空兵器有償払下ニ関スル件」ｃ０１００３６２３８００，２９．
「満州国軍装備兵器払下ニ関スル件」ｃ０１００３７０９２００
資料番号 日付 兵 器 部 品
１ ３２．８．１７ 曳火手榴弾 １０年式擲弾頭用 ３００筒（陸軍造兵廠火工廠完備品 手投手榴弾に共通）１０年式擲弾頭１２箇（日本軍用と共通）
２ ３２．１２．１０３８式歩兵銃１万挺（３８式歩兵銃４万５千挺 ４４式（または３８式）騎銃５千挺のうち）
３ ３３．２．２１ １１年式機関銃５０挺 同弾薬盒４００ 同弾匣２００ 同弾嚢２００
４ ３３．３．２５ ３０年式銃剣４万 ３８式歩兵銃３万５千挺 ３８式騎銃５千
５ ３３．６．２１ 小銃擬製弾１万発
６ ３４．２．２１ ４１式山砲用（砲車１０組 器具箱１０組等）３８式機関銃用（銃用駄馬具１００組等）１１年式軽機関銃６０ ３年式機関銃７０
７ ３４．２．２７ ３８式歩兵銃銃床５００ 同上帯５０等 撃茎発条２００、同表尺鈑３００等
８ ３４．４．９ １０／ＥＤ雷管体及び同雷管室各３万５千個
９ ３４．４．２０ ３２年式軍刀１０００振
１０ ３４．４．２３ ６／ＳＨ砲身（半製品）２０個
１１ ３４．５．４ ３８／ＹＨ（野砲）圧搾弾２万２千個
１２ ３４．５．１９ ４１式山砲（砲車８０００円 器具箱５２０円 駄馬具４種５２３円等）１０ １１年式軽機関銃（７４５円）１００ ３年式機関銃（１８４０円）１００
１３ ３４．５．２９ ３８式野砲榴霰弾用管薬 ８万４千箇
１４ ３４．５．３０ ３年式機関銃高射用具３組
１５ ３４．６．１６ ３２年式軍刀１０００振（中古品）
１６ ３４．１１．３ ４１式山砲砲車（単価７８４０円）１０ 器具箱１０ １１年式機関銃（７４５円）２００ 同空砲銃身２００ ３年式機関銃（１８００円）５０
１７ ３４．１２．１７１１年式軽機関銃２００ ７．９ミリ長銃を６．５ミリに改修３０００ ３年式機関銃（除予備銃身）５０ ４１年式山砲砲車１０ ３８式銃空砲３０万発
１８ ３５．２．１ ４１式山砲駄馬具１５０組
１９ ３５．４．１７ ３２年式軍刀中古品・付属品 ２０００振
２０ ３５．５．７ イ式３００馬力飛行機用発動機２ 同プロペラ２
２１ ３５．６．２６ 土工器材 爆破器材 通信器材等
２２ ３６．１．４ ３８式歩兵銃１０００挺 １１年式軽機関銃６０挺 ３年式機関銃２０挺 １１年式軽機関銃実砲等
２３ ３６．２．１７ ３０年式銃剣５０００ ４４式騎銃２５００ ３８式野砲擬製表尺１２（中古品もしくは新品）
２４ ３６．３．２７ ３０年式銃剣５０００ ３０（３２？）年式軍刀２０００ １１年式軽機関銃６００ ３年式機関銃１５０ ３８式歩兵銃２５００ ３８式騎銃１５００等
２５ ３６．１２．９ ８９式みどり筒甲 ５００
２６ ３９．１．１６ ９３式折畳用船１２０
２７ ４０．５．２５ 航空兵器（一般航空機材・飛行機関関連機材）
２８ ４０．９．２５ 航空兵器（器具・工具・発電機等）
２９ ４１．７．１３ 小型無線機１０組
資料番号 日付 発 注 元 調 達 方 法
１ ３２．８．１７ 満州国国境警備用
２ ３２．１２．１０満州国軍装備用 多田の払下願のうち３８式歩兵銃１万挺を造兵廠が売渡。造兵廠は兵器廠より関東軍保管のものを借用して繰替え交付
３ ３３．２．２１ 造兵廠が兵器本廠より借用して軍政部に払下 現品は関東軍野戦兵器廠へ補給したものを現地において貸与
４ ３３．３．２５ 造兵廠より軍政部に売渡
５ ３３．６．２１ 満州国軍政部が奉天造兵所に注文
６ ３４．２．２１ 軍政部より注文 奉天造兵所に対して製造認可 ３年式機関銃部品（床尾・銃身 放熱筒）を東京瓦斯電気が製造
７ ３４．２．２７ 満州国政府より泰平組合に部品を註文、泰平組合理事・大熊篤太郎より造兵廠に払下願
８ ３４．４．９ 軍政部に奉天造兵所が１０／ＥＤを供給 その部品として造兵廠に払下願
９ ３４．４．２０ 満州国軍装備用 造兵廠より払下
１０ ３４．４．２３ 軍政部に奉天造兵所が６／ＳＨを供給 その砲身を造兵廠に払下願
１１ ３４．５．４ 軍政部に供給のため造兵廠から払下
１２ ３４．５．１９ 軍政部註文品 ３年式機関銃部品・１１年式機関銃部品（銃尾・銃身・放熱筒等）を東京瓦斯電気が製造
１３ ３４．５．２９ 軍政部注文品 奉天造兵所には管薬製造設備がないので造兵廠長官に払下願 関東軍野戦兵器廠で受領
１４ ３４．５．３０ 満州国軍装備用 陸軍造兵廠は兵器本廠から借用して払下
１５ ３４．６．１６ 軍政部に払下のため造兵廠が関東軍野戦兵器廠から現地借用
１６ ３４．１１．３ 軍政部注文品 奉天造兵所から注文を受けて３年式機関銃部品・１１年式軽機関銃部品を東京瓦斯電気が製造
１７ ３４．１２．１７軍政部註文 奉天造兵所に対して製造認可
１８ ３５．２．１ 軍政部註文 奉天造兵所に対して製造認可
１９ ３５．４．１７ 満州国軍装備用 造兵廠が兵器本廠から借用（兵器本廠は造兵廠に貸与）して払下
２０ ３５．５．７ 満州国軍政部に有償払下
２１ ３５．６．２６ 満州国軍装備用 関東軍司令官は陸軍大臣に払下を申請 陸軍大臣は兵器本廠に造兵廠への貸与を通牒
２２ ３６．１．４ 軍政部註文 奉天造兵所に対して製造認可
２３ ３６．２．１７ 造兵廠が軍政部に払下
２４ ３６．３．２７ 軍政部註文 奉天造兵所に対して製造認可
２５ ３６．１２．９ 満州国国軍の教育、訓練、討伐用弾薬 急を要するので兵器廠が関東軍野戦兵器廠へ繰替え交付 代品を造兵廠より受領
２６ ３９．１．１６ 満州国軍装備用 ８万円以内 造兵廠が払下 満州軍械本廠（奉天）で受領
２７ ４０．５．２５ 満州国軍飛行隊用 満州国軍事最高顧問 松井太久郎が調弁を関東軍司令官に申請
２８ ４０．９．２５ 満州国軍用航空兵器 陸軍航空本廠の不要兵器を有償払下
２９ ４１．７．１３ 満州国軍政部に有償払下 軍械本廠で受領
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うに造兵廠が奉天造兵所に製造を認可し，当
造兵所から軍政部＝満州国軍に兵器を売却す
るという場合もあった（１９）。
またこれら造兵所に製造認可された兵器を
みると，山砲の砲車や駄馬具をはじめ，機関
銃，小銃の擬製弾，野砲の圧搾弾等，造兵廠
からに払下げを受けた製品と同等の兵器が売
却されており，同造兵所は造兵廠と同等の兵
器生産能力を持っていたことが伺える。さら
に奉天造兵所は，東京瓦斯電気（現・日立）
に１１年式軽機関銃と３年式重機関銃の部品の
製造を依頼している（６・１２）（２０）。
このように，満州国軍の兵器は，基本的に
は陸軍造兵廠から払下げられていたが，その
一部は奉天造兵所や東京瓦斯電気のように民
間の兵器製造企業から売却されたものもあっ
た。
結びにかえて
満州国はその建国期から反満抗日軍との戦
闘に大きな力を割かざるを得ず，軍事費予算
も膨大であった。日中戦争期までの満州国軍
はとにかく国内の治安維持に全力を上げざる
を得ず，一般会計の陸軍費及び軍械廠，軍需
廠の両特別会計が主として兵器を調達してい
た。調達された兵器は，日本の制式と同様に
３８式歩騎銃銃と基本とし，機関銃と野山砲を
加えたものであり，造兵廠からの払下と民間
兵器工業生産の主力である奉天造兵所に依存
していた。とはいえ，それらは調達額は軍事
費全体の中では比較的少額であった。しかし，
日中戦争とノモンハン事件後は，満州国軍も
関東軍の対ソ戦をにらんだ軍拡に巻き込まれ，
再び軍事予算を拡大していくことになる。
（１）関東軍と満州国軍による武力による治安
維持の実態は，浅田喬二・小林英夫編『日
本帝国主義の満州支配』（１９８７年，時潮社）
第２編に詳しい。
（２）総務庁を含む満州国の一般会計の概要に
ついては，拙稿「「満州国」一般会計目的別
予算歳出予算の動向－１９３２～４２年度」（北大
『経済学研究』５２巻４号，２００３年）を参照。
（３）国防分担金は，満州国建国直後の１９３２年
３月６日に締結されたいわゆる「本庄・溥
儀秘密協定」によって，満州国が関東軍の
軍事費支出を一部肩代わりすることになっ
たことに端を発するが，１９３９年度以降満州
国は，軍用に寄与・提供する施設を整備する
ために，一定標準の経費を計上することに
して廃止された。つまり，満州国は日本の
一般会計への分担金繰入を廃止する代わり
に，自国で軍事費の膨張を余儀なくされた
のである。満州国による国防分担金の計上
と廃止の経緯については，前掲拙稿，１１７～
１１８頁を参照。
（４）満州国は，１９３７年１１月の治外法権撤廃と
満鉄附属地行政権の移管とともに，鉄道そ
の他交通路の警察権を行使することになり，
治安部の外局として鉄道警護総隊を設置し，
鉄道，船舶，自動車（バス），港湾の警護を
統括した。また太平洋戦争期には，同隊は
満州国軍に改編されて鉄路警備軍と改称，
鉄道と関東軍の軍事輸送を警護する役割を
担った（『満州国史』各論，２６３頁。
（５）「旧奉天兵工廠没収器材処理に関する決議」
によれば，同兵工廠内で没収した器具材料
は関東軍において直接利用できるものを除
き，その他は一括して満州国軍政部に譲渡
することとした。軍政部に譲渡された分は，
（１）軍械廠が使用する分，（２）軍需工業発
達助成のために，奉天造兵所，同和自動車
会社，満州航空会社が使用する分に分割し
て譲渡された（「関東軍兵器部 旧奉天兵工
廠没収器材処理に関する件決議 昭和９年１１
月」ア ジ ア 歴 史 資 料 セ ン タ ー RC
c０１００３０４９３００）。
（６）「満州国政府公報日訳」第１２５８号 康徳５
年７月２１日（同 康 徳５年７月 分，５１１頁
a０６０３１００２９００）。
（７）満州国一般会計に総務庁所管歳出として
「特別会計繰入金」が計上されているが，
その対象になっているのは減債基金，関税
塩税担保外債整理基金，国有財産整理資金，
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郵政の各特別会計であり，軍械廠は掲載が
ない（『康徳元年度総予算』２０頁）。また同
じく一般会計の軍政部歳出にも「軍械廠繰
入金」等の名称の科目はない。
（８）「被服関係書類綴 六 大同２年度上半期
受託品生産状況」（『住谷悌史資料』大同３
年１月 c１３０１０３７４７００）
（９）「昭和１４年１２月 状況報告 満州国軍事顧
問 陸軍軍医中佐 堀口修輔」（c１３０２１４６５４
００）。なお，ここで用いられている「外征軍」
という意味については，参謀本部による
「満州国陸軍指導要綱（昭和１０年１２月改正）」
（c０１００３０８９５００）によれば，「満州国陸軍ノ
指導方針ハ，其主力ヲ以テ独力国内ノ防衛
及後方ノ警備ニ又其一部ヲ以テ外征ニ任ジ
得ルノ実力ヲ養成スルヲ以テ方針トス」と
し，さらに「第三 満州国軍中蒙古騎兵等
ノ一部ノ兵力ハ逐次外征ニ使用シ得ル如ク
実力ヲ向上スル事」と提言している。した
がってこの場合の外征とは対ソ戦を想定し
たものであり，１９３５年の時点で国内の治安
維持から対ソ戦争も視野に入れた体勢作り
が進んでいく。
（１０）『満州国史』各論，２７０～２７２頁。
（１１）草創期の満州国軍は，１９３２（大同１）年
９月の時点ではこのような軍管区制度を採
用しておらず，軍政部，京師憲兵司令部，
靖安遊撃隊，奉天省・吉林省・黒竜江省・
兆遼・興安の５警備司令部によって構成さ
れており，その兵員数は歩兵６５，１５１人，騎
兵６４，０６７人，砲兵３，２５２人，輜重兵８６１人の
計１３３，３３１人であった（「満州国軍現有兵力
一覧表 大同元年９月」『満州国軍状況報告』
昭和７年９月１３日 所収）。現在で，ただし，
このような人員と馬匹の減少はその後も続
いたのではなく，軍管区の増加を受けて敗
戦時の総兵力は約１５万人とされている（「満
州全図 満州国軍の配置並びに情況要図
昭２０年８月頃における」c１２１２１３８２７００）。
（１２）「満州国軍状況報告」（c０１００２８１７２００）
（１３）草創期の満州国軍の装備は，当時「旧東
北軍の遺物が多く，あらゆる新旧武器の展
覧会と言った感じがした」と回想されてい
た（小林知冶『満州国軍を語る』１９４０年，２０
頁）。
（１４）「満 州 国 軍 整 備 指 導 状 況 報 告」（c
１３０１０３５３６００）
（１５）『満州国軍』１６８～１６９頁。
（１６）同上書，１６９頁。
（１７）鈴木邦夫編著『満州企業史研究』１０５７頁。
なお，「株式会社奉天造兵所法」によれば，
同社の事業は，（１）武器，兵器器材及び弾
薬類の製造，修理及び販売，（２）火薬類及
びその原材料の製造及び販売，（３）これら
に付帯する事業となっていた（国務院法制
処編纂『満州国法令輯覧追録』１９３９年，４７
頁）
（１８）第５軍管区司令部「第５軍管区状況報告
康徳６年７月１２日」（c１１１１１５９２９００）
（１９）奉天造兵所は，１９３４年５月９日に満州国軍
政部軍需司と兵器の売買契約を締結してい
る。その内容は，（１）造兵所は，兵器を明
細書の価格で軍政部に納付すること，（２）
納入した兵器の検査を受け，合格したもの
を納入すること，などが定められていた
（「契約書」c０１００２００１０００）。また奉天造兵
所は，満州国軍の兵器以外にも，満鉄や鉄
路総局，鉄道建設局等の鉄道関係機関，満
州炭鉱，満州電電，冀察政権の武器注文に
応じていた
（c０４０１２０２５７００，c０４０１２０３０４００，c０４０１２０４３４００，
c０４０１２０７７１００，c０４０１２０８９０００，c０４０１２２８２５００，
c０４０１２１８１９００，c０４０１２０７２９００，c０４０１２１２９３００，
c０４０１２３５４７００，c０４０１２２９１５００，c０４０１１２３３９００）。
つまり，同造兵所は満州国のみならず華北
傀儡政権の武器庫の役割を果たしていた。
（２０）奉天造兵所や東京瓦斯電気における兵器
生産の全体像の把握は今後の課題である
が，太平洋戦争末期の１９４３～４４年当時，奉
天造兵所は月産で９９式小銃５１００挺，９２式重
機関銃５８，９９式軽機関銃１４１挺を生産してお
り（『満州における用兵的観察』第７巻第４
編第３章第２節 満州の軍需産業の特質と
兵站の関係），当該期にあっても満州国軍の
主要兵器を生産していたと考えられる。
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［Abstract］
Military Budget of Manchukuo and Procurement of Weapons
Hirokazu HIRAI
The Manchukuo, puppet state of Japan, founded in 1932, always had to battled against
AntiManchukuo and AntiJapan Troops, so the budget of Manchukuo was mostly occu-
pied by army expenses. Not only a General Account, but a Special Account spent much
money by War Expenditure. In Manchukuo, there were two sorts of Armies. One was
the Japanese Troops deployed in Manchukuo（KantouGun）, the other was the Army be-
longing to Manchukuo（Mansyukokugun）. When Manchukuo was founded, the member
of Army were 150 thousand, but declined gradually, 60 thousand, and increased again after
the outbreak of JapaneseChinese war in 1937, and Nomonhan Incident（dispute of border
between USSR and Manchukuo）in 1939.
The Army of Manchukuo equipped in Japanese military style, for example, 6.5 mm
TYPE 38 INFANTRY RIFLE and CARBINE, 6.5 mm TYPE 11 LIGHT MACHINE GUN,
75 mm TYPE 38 FIELD GUN（38 or 11 are numbers of Japanese era, 38 th year of
Meiji, 11th year of Taisyo）. This being equipments was almost finished before the Japanese
Chinese War, but due to being comparatively light, not heavy in Public Finance of Manchu
kuo.
Key words：Manchukuo, Army of Manchukuo, Military Budget
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